

























































１　 Neustadt, Richard “Presidential Power” 1960, revised to “Presidential Power and the 





























２　 Bescheloss, Michael B. “Taking Charge: Johnson White House Tapes 1963-1964,” 1997, 






























































４　 United States Code Title2 The Congress Chapter, 1 Election of Senators and Representatives, 



























５　 一人一票の原則が確立されたのは、連邦最高裁判所Wesberry v. Sanders判決（1964年）で
ある。また、このペンシルヴァニア連邦地方裁判所判決は、Vieth v. Pennsylvania, 195F.
Supp. 2d 672-Dist. Court, ND Pennsylvania 2002.である。
６　 “Supreme Court Rules States Faithless Electors Laws Constitutional” , Totenberg, Nina, 






























































９　 これを薦めたのは、保守派歴史家Walter Russel Meadであると報じられた。The Man Who 

































13　 Congress.govサイトで「abolish electoral college」を検索した結果。Legislative Search 


























































































































17　 2000年のBush v. Gore判決に加わった、保守派で、女性初の連邦最高裁判所判事であった
サンドラ・デイ・オコーナーは、引退後にジャーナリストの取材に応えて、この判決を
後悔するとの証言を残した。” The Nine: Inside the Secret World of the Supreme Court” , 

















































































































　　 Each State shall appoint, in such Manner as the Legislature thereof 
may direct, a Number of Electors, equal to the whole Number of 
Senators and Representatives to which the State may be entitled 
in the Congress: but no Senator or Representative, or Person 




20　 “Barr Acknowledges Justice Dept. Has Found No Widespread Voter Fraud” , the New 
York Times, Dec.1, 2020. など
21　 連邦裁判所公文書館サイトより　Supreme Court Search Result No,220155 Dec,8,2020
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Board of Education, Topeka, Kansas では、人種差別＝分離は違憲である
との判決を示した。修正14条の「適正な手続き」Due Processという語が、
如何様にも解釈されうるためである。


















































































































































































































ヴァード大学・Dani Rodrik教授は、“The Globalization Paradox: Why Global Markets, States, 
　　 and Democracy Can’ t Coexist”, Oxford UP, 2012刊行当初に異端視されたが、”Straight Talk 
　　 on Trade: Ideas for Sane World Economy”, Princeton UP, 2017 は、自由貿易主義の敗北を見
　　 通した勝利宣言のような趣がある。他方、トランプ政権の通商政策を担ったPeter Navarro
























































































































































31　 Harvey Weinstein Paid Off Sexual Harassment Accusers for Decades - The New York 
Times (nytimes.com)
2020年米国大統領選挙の諸相：佐藤
－ 35 －
　その後、多くの有名リベラル芸能人や政治家が、同様な告発を受け、社
会的地位を失った。このこと自体は、隠されてきた性的虐待被害が明るみ
に出され、加害者が相応の懲罰を受けたのであり、何ら問題ではない。し
かし、クリントン大統領のセクシュアル・ハラスメント問題は、どう扱わ
れてきたか。クリントンが、アーカンソー州知事時代に、３人の女性から
セクシュアル・ハラスメントの告発を受け、訴訟になっていたことは、大
統領になってから、共和党による有力な攻撃材料になっていた。それに対
して、配偶者であり、政権で役割を持っていた、ヒラリー・クリントン
は、それらの告発は、「広範な右翼勢力による謀略だ」と、断罪した。言
うまでもなく、クリントン大統領は、政権２期目に女性インターンとホワ
イト・ハウスで性的関係を持ち（「ルウィンスキー事件」）、それについて
の議会公聴会で偽証したことが証拠により判明し、そのことで弾劾裁判に
かけられた。
　セクシュアル・ハラスメント加害者の行動傾向からすれば、アーカン
ソー州知事時代の告発も、当然、信憑性が高いことになる。ヒラリー・
クリントンの大統領選で、ルウィンスキー事件やアーカンソー州知事時
代のセクシュアル・ハラスメント問題が厳しく問われたか。＃Me Too 
Movement「ワインスタイン事件」の１年前である。当然、同じ厳しい基
準でビル・クリントンの過去の行為も、配偶者たるヒラリー・クリントン
の役割も詰問されるべきである。ヒラリー・クリントンが、知事時代の告
発を右翼の謀略と切って捨てたのは、被害者を非難する、セクシュアル・
ハラスメント事件における最悪の対応であり、このことで、ヒラリー・ク
リントンは「女性の敵」として断罪されるべき存在である。報道機関は、
この問題をどれだけ取り上げたか？ここには、弁明不可能な明らかなダブ
ルスタンダードが存在する。
　メディアのリベラル・バイアスは、古くからの保守からの批判としてあ
るもので、それは与件の一つである。しかし、リベラルメディアは自分
で自分の首を絞めたのではないか。ヒラリー・クリントンが負けた後で、
ハーヴェイ・ワインスタインやケヴィン・スペイシーを血祭に挙げれば、
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均衡が取れる、というようなことではない。
終わりに
　2021年１月20日、州兵２万5000人、武装警官１万人という、2014年時点
でのアフガニスタン駐留米兵に匹敵する兵力で首都ワシントンDCを厳戒
の下に置いて、バイデン大統領就任式は無事に執り行われた。トランプ前
大統領は前代未聞の「離任式」を行い、新大統領に顔を合わせぬままフロ
リダ州の別荘に去った。複数の世論調査で、バイデン大統領が正当に選ば
れなかったとの回答が３割を超えている。
　一方、１月６日の連邦議会襲撃事件の影響は、多くのビジネスが共和党
政治家と絶縁する結果を生んでいる。大統領選挙投票から１月20日までが
示したものは、米国民主政の憲法による基盤は、考えられてきたよりもは
るかに脆弱であること、憲法の文言そのものでは民主政を維持できないこ
と、最高権力者がフィルター無しに直接虚偽の言説を届けられる電子ファ
シズムが人心に及ぼす威力、そして、米国民主政が生き残るか否かは、結
局は慣習の重さにかかる、という分かり切った事実である。アメリカ合衆
国という「幻想」が「幻想」として生き永らえるのか、終わるのか。終わ
るならば、次は何なのか。今回、武装蜂起による分離独立、という歴史の
再現、あるいは軍事蜂起による独裁制への移行という、世界でありふれた
事態にならなかったことは、米国にとり、大団円を意味しないことを指摘
し、本稿を閉じる。
